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1 ）　Restatement （Second） of Contract§261 com. b.










4 ）　U.C.C§2─615 comment 4.
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　このようなことを念頭において，以下具体的にケースの事案を検討した
い。
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Slaughter v. C. I. T. Corp., 229 Ala. 411, 157 So. 463 （1934）
　【事案】
　トラック自動車の売買契約，被告が買主，原告が売主，割賦販売で代金完
済までは所有権を留保する合意がなされていた。買主は，1933年 3 月 4 日の
25ドルの支払いを怠った。買主が支払ができなかった理由は，弁済期に先立
つ同年 3 月 1 日に，州政府は銀行の業務を停止させる立法を行い，預金の払























6 ）　Id.§261 com. e. 













Benjamin B. Wills v. George E. Shockley, 2  Storey 295 （1960）
９）
　【事案】
　原告である船の持ち主 Wills は，1953年 2 月 7 日，被告 Shockley と海難
救助に関する契約を締結した。Wills の船をボルチモアのメリーランドのド
ックまで船を引き上げて牽引する契約であった。Wills はそこでケーブルを











8 ）　Restatement （Second） of Contract§261 com. c.
9 ）　Id.§261 Illustrations 5. の基礎となったケースである。
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Blount─ Midyette & Co. v. Aeroglide Corp., 254 N.C. 484 （1961）
11）
　【事案】
　1957年 7 月 2 日，被告は原告の穀物運搬用のエレベーターの改装工事を
23650ドルで請け負う契約を締結した。



















Hanford v. Connecticut Fair Ass’n, 92 Conn. 621 （1918）
12）
10）　Id.§261 com. d.
11）　Id.§261 Illustrations 6. の基礎となったケースである。
12）　Id.§261 Illustrations 7. の基礎となったケースである。Illustrations 7. は以下のよ
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Transatlantic Financing Corp. v. U. S., 363 F.2d 312 （1966）
13）




























































































































































































16）　Id.§261 Illustrations 12. では，A は牛乳販売者，B は酪農家であり，B は A に対
し，A の要求する量，但し200クォートを下回らない量の牛乳を 1 年間売るという契
約を締結した。B の牛は口蹄疫によって処分され，牛乳を供給することができなくな
16　　創価ロージャーナル第13号























Illustrations 13. では，A は B に対し，砂糖精製業者 C からモラッセ（糖蜜）を調達
して，売る契約を締結した。C が A に引渡しをしなかったため，A が B に引渡でき
なかった場合，A の B に対する引渡義務は消滅せず，契約違反となる。C は A との
契約において契約違反となる，としている。
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17）　Id.§261 com. f. なお，Illustrations 15. では， 6 月 1 日，A は B に対し，特定の機
械を 3 つ売り，10月 1 日に引き渡すという契約を締結した。 7 月 1 日 2 つの機械が火
事で焼失した。A は10月 1 日に 3 つ引き渡す義務を履行できなかった。A の義務は
消滅せず，契約違反となる。もし 3 つすべて焼失した場合は，A の義務は消滅し，
契約違反とはならない，とする。また，Illustrations 16. では，A は B のビルを修理
する契約を締結した。A が不履行を行った場合は賠償金を支払うとの条項が存在し
た。S は A の義務を保証した。A が修理を開始する前に，B のビルが火事で焼失し
た。A および S の代替義務はなく，A の修理義務および S の保証義務は消滅し，契
約違反とはならない，とする。









　原告 Chase 会社は下請業者であり，Paonessa はゼネコン会社であった。
1982年コモンウェルス州は，公共事業課を通じて，Paonessa との 2 つの契
約を締結し，128号線延線の再舗装，修理に入った。2 つの契約ともコンクリ
ートの中央分離帯を設置することとされた。Paonessa は，中央分離帯は
Chase が供給するという内容で 2 つの契約に入った。25800個の線状のコン
クリートの柵が高速道路管理課によって要求された。柵の量と型は 2 人の買
主（Paonessa と公共事業課）の注文により Chase が準備することとされた。
　高速道路の修復工事は1983年春に始まった。 5 月終わり，公共事業課は，
近隣の住民から草の柵を撤去してコンクリートの柵を設置することに怒った
住民からの抗議を受け取った。Paonessa と Chase は， 6 月 1 日ころにそう
した抗議について知った。 6 月 6 日，約100名の市民団体が高裁にコンクリ
ート柵の設置の停止を求めて提訴した。 6 月 7 日，公共事業課からの修正を
先取りして，Paonessa は Chase にコンクリートの柵の製造を減らすよう手
紙で指示した。Chase はその手紙を数日後受け取った。 6 月17日，公共事業
課と市民グループは，これ以上のコンクリート柵を設置しないことで，和解
した。 6 月23日，公共事業課は，コンクリート柵の設置を Paonessa との契
約から削除した。
　製造を中止する前の 6 月 8 日，Chase は，Paonessa から要求されたコン
クリート柵のおよそ 2 分の 1 の量をすでに製造していた。そしてそれらのほ
とんどを工事現場に搬入していた。Paonessa は製造した分のすべてを契約
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で決めた値段で支払った。Chase は，残存する柵の分をキャンセルされた結
果，その分の損害を被ったと主張した。
　裁判の経緯－ Chase は Paonessa との間の契約の終了と，中央柵の供給に
よる予期できた得べかりし利益の賠償を求めて提訴した。Paonessa は
Chase に責任のある出来事による賠償を求める反訴を提起した。高等裁は，













　Frustration と Impossibility とは，偶発的な出来事が，当事者の権利義務
に及ぼす効果の違いによるとするケースもある。Mishara constr. Co. v. 





　他の Frustration の定義は第 2 次リステイトメント§265にある。この定
義は，商業的不可能の抗弁 U.C.C§2 ─615とほぼ同じである。
20　　創価ロージャーナル第13号


























19）　Restatement （Second） of Contract§262ないし§264
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る。政府の規制・命令によって，金銭の支払ができなくなった場合と，それ
以外の債務が履行不能となった場合とで分けて考慮する必要がある。金銭支
払いについては，単なる資力の不足はもちろん，政府の規制により銀行が停
止した場合にも，債務者の義務は免除されず，不履行責任を免れない。銀行
でさえも，機能停止を避けるための努力をしなければ，不履行責任を免れる
ことができない。
　政府の規制・命令によって物の引渡債務が困難となった場合は，スエズ運
河に関する多くのケースによれば，代替手段が存在しそれを使用することが
予測できるのであれば，債務者の義務は消滅せず不履行責任を免れない。
　原材料の不足や，特定の地域の作物の不作等によって，履行が不可能とな
った場合には，単にそうした事実のみから不履行責任が免除されることは少
ないと考えられる。これらの事実は病気や天候不順によって生じうることと
して予めリスクを分配しておくことが可能であると考えれている。加えて，
当該当事者が他方当事者に比較して，原材料を手に入れることが容易な立場
にあったか，入手するための努力を行い得たか，他から入手できたとしてそ
れに対応すべき施設等が備わっていたかといった事情も考慮されている。
　労働者のストライキによる場合は，それだけでなく，ストライキの期間の
長さや，当事者がそれを予測できたかも考慮要素とされている。
　それ以外に，当事者がリスクを引き受けていたと解される事情が存在する
場合には，不履行責任を免れないとされるが，その考慮要素も複雑である。
契約書におけるそうした免責条項の存在や問題となった出来事の不存在につ
いて触れられていなかったという事実も，考慮事情の一つとして挙げられる
が，決してそれが決定的な要素とはなっていないように考えられる。リスク
を引き受けたとされる当事者の能力や経験，他方当事者がそれらを前提とし
て依頼を行ったかなども考慮されているようである。
　全体としては，履行不能の判断および損害賠償請求における帰責事由の判
断において，契約による拘束力を安易に消滅させない方向が強いとはいえる
が，様々な事情を考慮してリスクを引き受けたかの判断が行われている印象
22　　創価ロージャーナル第13号
である。
　なお，アメリカ法においては，履行不能は当該履行義務が消滅するか，不
履行責任を負うかそれとも免れるか，他方債務も履行義務が消滅するかとい
う問題に尽きるので，履行不能においては解除を論じる実益が大きくない。
危険負担の区別も重要ではないといえよう。翻って日本法における解除・危
険負担制度を鑑みれば，不能によって契約における一方債務の履行義務が消
滅した場合，他方債務が解除をしない限り消滅しないという法理も，債権債
務としては別個であることにとらわれすぎといえる側面もあり，双務契約に
おける牽連性という理屈をクリアしなければならないというものでもなく，
双務契約における当然の結果と考えることも不可能ではないであろう。
以上
